
Ⅰ　法令事務（遊休農地に関する措置）

１　現状及び課題

　

２　平成２４年度の目標及び活動計画

Ⅱ　促進等事務

１　認定農業者等担い手の育成及び確保

（１）　現状及び課題

　 農家数

　うち主業農家

農業生産法人数

（２）　平成２４年度の目標及び活動計画

認定農業者 特定農業法人 特定農業団体

特定農業団体

平成２４年度の目標及びその達成に向けた活動計画

現　　　　　状

５，９５１戸　 認定農業者 特定農業法人

３３法人　

課　　　　　題

　本市が、将来にわたり活力を持って発展していくためには、経営感覚あふれた
意欲ある農業者が農業生産の相当部分を担い、兼業農家や高齢者等がこれを
補完するような農業構造の確立が不可欠である。このため認定農業者や新規就
農者等への支援をさらに進める必要がある。

認定農業者フォーラムへ
の参加（平成２５年２月）

４０　経営　　 法人　　 団体　　　

活動計画

1.71%

課　　　　　題
後継者不足、農産物の価格低迷等で耕作放棄地の増加が予想される。今後は
国県の耕作放棄地解消事業の推進の拡大、また農地法の改正による遊休農地
の解消に向けた指導強化が必要である

現　　　　　状
（平成24年3月現在）

管内の農地面積（Ａ） 遊休農地面積（Ｂ） 割合（Ｂ／Ａ×１００）

１１，８５０　ｈａ　　 ２０３　ｈａ　　　

目　　　　標
遊休農地の解消面積　　　　　　　　　　　　３７　ｈａ

目標案設定の考え方：

１０月～１１月　　１００　人８月～９月

調査方法
管内全域を地区ごとに分けて、農業委員、市、県各関係機関の協
力により、現地調査を行う。

遊休農地への指導 実施時期：１０月～３月

２，６１４戸　

調査結果取りまとめ時期調査員数（実数）調査実施時期

農地の利用状況
調査

活
動
計
画

１，０８０経営　 法人　 団体　

目　　　　標
目標案設定の考え方：



２　担い手への農地の利用集積

（１）　現状及び課題

　

（２）　平成２４年度の目標及び活動計画

３　違反転用への適正な対応

（１）　現状及び課題

　

（２）　平成２４年度の目標及び活動計画

管内の農地面積（Ａ） 違反転用面積（Ｂ） 割合（Ｂ／Ａ×１００）

１１，８５０　ｈａ　　 ３．８　ａ　　　 0.03%

活動計画

現　　　　　状
（平成２４年３月現在）

集積面積　　　　　　　　１０５　ｈａ　

69.07%

課　　　　　題
　担い手への一定規模の面積の集積は図られているものの、面的な集団化には
至っていない現状である。農地利用集積円滑化団体との連携を更に強化し、地
域の担い手への面的集積を図る必要がある。

現　　　　　状
管内の農地面積 これまでの集積面積

活動計画　
違反転用者に対して、引き続き、是正指導を行う。
（地区委員会で、現地指導を行う。　8月・・・１件、　9月・・・１件、　10月・・・１件）

目　　　　標
違反転用の解消面積　　　　０．１　ｈａ　

目標案設定の考え方：違反転用のうち、１件を解消目標とする。

　年間を通し目標面積達成のため、新たな担い手の掘り起こしに取り組んでい
く。さらに農地利用集積円滑化団体を通した担い手への面的集積を図るため、
農地情報等の提供など円滑化事業の効果的な実施に向け支援する。

集積率

課　　　　　題
対象者の諸事情により、改善の見通しがすぐには立たない事例があるため、引き
続き指導・勧告を継続していく必要がある。

目　　　　標
目標案設定の考え方：前年と同一比率面積とする。

１１，８５０　ｈａ　　 ８，１８５　ｈａ　　　


